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この章では、P14 の流れ図における再生方針の決議において、管理組合として、改修

を計画するという決議（改修推進決議（P27））を行った後、管理組合における計画組織

の設置から、改修工事の実施までの流れを説明します。また、耐震改修については、耐震

診断の流れや耐震改修工事について詳しく紹介します。 

ただし、再生手法の総合的な比較検討（P23～24）の中で、改修基本計画などを検討

する場合も考えられます。また、総合的な検討を行わずに、大規模修繕工事などに併せて

改修を実施する場合も考えられ、それぞれのマンションの状況に応じて検討の順序は異な

ります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画段階 

改修工事の実施（P58） 

第第 44 章章  ママンンシショョンンのの改改修修  

 11  改改修修のの主主なな流流れれ   

改修基本計画の検討（P56） 

管理組合における計画組織の設置 
（「改修計画委員会」など）（P56） 

改修決議（P57） 

専門家の選定（P56） 

改修設計（P56） 

実施段階 
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改改修修推推進進決決議議がが成成立立すするるとと、、理理事事会会のの諮諮問問機機関関ととししてて計計画画組組織織（（「「改改修修計計画画委委員員会会」」等等

のの呼呼称称））をを設設置置ししまますす。。  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 22  管管理理組組合合ににおおけけるる計計画画組組織織のの設設置置   

専門家の選定（P22） 

改修設計を行うために、建築士、建築設計事務所、建設会社、管理会社等から建築技術的

な支援を得る必要があります。検討段階に関わった専門家に引き続き協力を求めることも

できます。 

 

 

 

改修基本計画等の策定  

専門家と連携しながら、アンケートや直接的なヒアリング等を行い、区分所有者の意見を

整理します。計画内容についての説明会や意見交換会を開催し、合意形成を図っていきま

す。 

主な活動内容 

目的 
改修決議（P57）に向けて、専門家の協力を得て、各区分所有者の意向把握を繰り返しな 

がら、改修基本計画及び改修設計を検討します。 

 

資資金金計計画画のの十十分分なな検検討討  

改修に向けた合意形成のポイントは資金計画です。修繕積立金が不足する場合は、資

金の借入れや一時金の徴収が必要です。区分所有者に一時金の徴収などの負担が生じ

る場合は、合意形成が難しいこともあります。改修の必要性を十分検討した上で、無

理のない資金計画を立て、改修決議に向けて合意形成を図る必要があります。 

改改修修項項目目等等のの必必要要性性やや合合理理性性のの検検討討 

改修を実現するためには、区分所有者が相応の負担をすることになるため、区分所有

者の改善ニーズを十分に把握するとともに、複数の案を比較し、改修項目や工事内容

について、その必要性や合理性を十分に検討することが重要です。 

合合意意形形成成をを円円滑滑にに進進めめるるポポイインントト  

安価な金額で業務を受託し、特定の施工会社が割高な工事費で受注できるよう

誘導するなど、管理組合の利益と相反する立場に立つ設計コンサルタントの存

在が指摘されています。専門家の選定に当たっては、複数の候補に見積りを依

頼し、実績や技術力等を考慮して選定するとともに、専門家が中立的な立場を

保ち、施工会社の選定が公正に行われるよう注意する必要があります。 
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改改修修決決議議ととはは、、改改修修工工事事をを実実施施すするるここととのの合合意意でですす。。共共用用部部分分のの変変更更ににはは、、総総会会のの決決議議

がが必必要要でであありり、、決決議議のの成成立立要要件件はは、、工工事事内内容容にによよっってて異異ななりりまますす。。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

改修決議の成⽴要件 

 
 
共⽤部分の形状⼜は効⽤の著しい変更を伴わない工事の場合 

【【例例】】○防犯カメラ・防犯灯の設置、窓ガラス・⽞関扉等の⼀⻫交換工事 

○建物の基本的構造部分の取壊しを伴わない階段へのスロープ・手すりの設置工事 

区分所有者及び議決権※1 の各過半数の賛成※2 

区分所有者及び議決権※1 の各  の賛成※2 4
3

※1 規約に別段の定めがない限り、共用部分の持分割合（規約に別段の定めがない限り、専有部
分の床面積の割合）によります。⼀部共用部分の床面積は、その割合に応じて配分し、⼀部
共用する区分所有者の専有部分の床面積に算入します。 

※2 共用部分の変更が、特定の専有部分の使用に特別の影響を与えるときは、その専有部分の区
分所有者の承諾が必要となります。なお、特別の影響を与えるときとは、共用部分の変更に
よって、特定の専有部分の通風・採光が悪化するときなどです。

 33  改改修修決決議議   

共⽤部分の形状⼜は効⽤の著しい変更を伴う工事の場合 

【【例例】】○既存住棟への集会所・倉庫、エレベーター等の共用部分の増築等により、既存建物 
の外観形状を大きく変化させる工事 

○⼾境壁や床の開⼝、既存階段室のエレベーターへの改造など、建物の基本的構造部 
分を大きく加工する工事 
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共共用用部部分分のの工工事事ででああっっててもも、、居居住住者者のの協協力力をを得得ななけけれればば工工事事ででききなないいここととががあありりまますす。。

そそののたためめ、、工工事事中中生生じじるる状状況況をを想想定定しし、、居居住住者者にに事事前前にに知知ららせせてておおくくここととがが重重要要でですす。。  

工工事事がが最最終終段段階階をを迎迎ええたた時時点点でで、、施施工工者者等等にによよるる検検査査にに加加ええてて、、管管理理組組合合ととししてて工工事事がが

完完了了ししたたここととをを確確認認ししまますす。。工工事事完完了了後後はは、、施施工工会会社社かからら竣竣工工図図書書をを受受けけ取取りり、、内内容容ににつつ

いいてて説説明明をを受受けけままししょょうう。。ここのの竣竣工工図図書書はは、、今今後後ののママンンシショョンン管管理理ににおおいいてて重重要要なな書書類類でで

ああるるたためめ、、保保管管ししてておおくくここととがが必必要要でですす。。  

  

  

 44  改改修修工工事事のの実実施施   

 

改改修修工工事事をを円円滑滑にに進進めめるるポポイインントト  

工工事事説説明明会会・・報報告告会会のの開開催催・・参参加加  

改修工事は、居住者の協力なくしては進めることができません。 

施工者は、施工実施計画が出来上がり次第、工事内容、工事工程、作業時間、注意お

願い事項等を説明するための工事説明会を行うことが重要です。 

また、工事実施期間中は、管理組合、施工者、工事監理者による工事報告会を月 1 回

程度は開催し、工事の進捗・施工状況の確認や問題点に対する対策の検討などを行う

ことが大切です。 

居住者は、工事説明会等に参加することで工事内容や状況をしっかりと把握し、施工

事者と協力することで、スムーズに工事を進めることができます。 
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改改修修にによよるる再再生生をを図図るる場場合合、、耐耐震震性性能能がが不不足足すするるママンンシショョンンににつついいててはは、、併併せせてて耐耐震震改改

修修をを実実施施しし、、居居住住者者のの安安全全をを確確保保すするるここととがが重重要要でですす。。そそののたためめ、、耐耐震震性性能能がが不不足足ししてていい

るる可可能能性性ががああるる 11998811（（昭昭和和 5566））年年 55 月月 3311 日日以以前前にに新新築築工工事事にに着着手手ししたたママンンシショョンンでで

はは、、耐耐震震診診断断をを実実施施しし、、耐耐震震性性能能をを確確認認すするる必必要要ががあありりまますす。。  

ここここでではは、、耐耐震震診診断断のの流流れれやや内内容容、、耐耐震震改改修修のの実実施施をを決決めめるる耐耐震震改改修修決決議議ななどどににつついいてて

説説明明ししまますす。。  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震診断の流れ  55  耐耐震震改改修修   

耐震診断 

○建物の現況と設計図書との整合性を確認するとともに、
診断に必要な項目について調査します。 

○調査項目は診断法によって異なり、目視、実測、コンク
リートコア採取※及び試験等によって調査します。 

○耐震診断によって算出した構造耐震指標（Is 値）によ 
り、耐震性能が確保されているか判定します。 

○予備調査は、原則として診断を依頼された設計事務所等
が現地にて⾏います。 

○聞き取り等によって、基礎形式、使用状況や増改築の有
無、範囲及び時期等を確認します。 

○また、診断を⾏うには設計図書が必要です。設計図書が
ない場合は、診断に必要な資料の作成が必要となり、別
途調査費と時間がかかります。 

○診断法には、設計図書等から構造安全性をチェックする
簡易（第 1 次）診断と、どの程度の耐震性があるか等 
建物の状態を精密に診断する精密（第 2 次）診断があ 
ります。診断法は、設計事務所等と協議し設定します。

診断法の設定 

予備調査 

 

設計図書が 
ある場合 

設計図書が 
ない場合 

図面等の復元 

耐震化 

現地調査 

耐震性能の判定 

継続使用 

耐震性不⾜ 耐震性あり 

耐震診断とは、図面や現地での調査に基づき、建物の保有する耐震性能を数値で評価するもの

です。これにより、マンションが必要な耐震性能を満たしているか確認することができます。

耐震診断の実施に当たっては、診断を必要とする理由、診断の内容、費用の参考見積り等を示

した上で、耐震診断にかかる資金の拠出方法について、総会で議決される必要があります。 

※ 建物のコンクリート壁面から直径約 10ｃｍのコアサンプル

を抜き取ること。（コア採取は躯体への影響が無い箇所で行 

い、採取後モルタルを埋め戻し、現状回復します。） 
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建物の耐震性能は、構造耐震指標（Is 値）で表し、建物の強さや経年状況等で評価します。

Is 値が 0.6 以上※あると、地震に対する必要な性能が確保されていると判断します。    

※簡易（第 1 次）診断によって計算された場合、Is 値は 0.8 以上必要です。 

なお、Is 値が低いほど、大地震に対して建物が倒壊し、又は崩壊する危険性が高いと判断し

ます。特に、Is 値が 0.3 未満のマンションなどでは、早急な対策が必要です。 

【出典】耐震ネット（http://www.taisin-net.com/）から抜粋（⼀部加筆修正） 

 

構造耐震指標（Is 値） 

被
害 

ランク 軽微 小破 中破 大破 倒壊

状況      

RC 造 
SRC 造 

壁の損傷が 
ほとんど無い 

⼀般的な壁に
ひび割れ 

柱・耐震壁に
ひび割れ 

柱の鉄筋が 
露出 

建物の⼀部又は
全部が倒壊 

地
震
規
模 

中地震 
震度 5 強程度 

     

大地震 
震度 6 強〜7 程度 

     

Is 値=0.6 の場合 

Is 値=0.6 の場合 

診断にかかる費⽤ 

診断の内容、マンションの規模、構造等によって異なりますが、延べ面積 1 ㎡当たり 500

円～2,000 円程度が目安です。また、建築図面等の設計図書がない場合は、復元のために

更に費用を要するため、見積りを取ることをお勧めします。 
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建物の耐震性能は、構造耐震指標（Is 値）で表し、建物の強さや経年状況等で評価します。
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耐震改修決議の成⽴要件 

P57 の改修決議において、耐震改修工事の実施に合意する場合を、ここでは耐震改修決議と呼びます。 

 
 
 

共⽤部分の形状⼜は効⽤の著しい変更を伴う工事の場合 

規約に定めがない限り、区分所有者及び議決権※1 の各  の賛成※2 4
3

ただし、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成 7 年法律第 123 号）に基づき、
マンションの管理者等が所管⾏政庁に「区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認
定」の申請を⾏い、この認定を受けた場合は、区分所有者及び議決権※1 の各過半数の賛
成※2 で耐震改修を⾏うことができます。

※1 規約に別段の定めがない限り、共用部分の持分割合（規約に別段の定めがない限り、専有部分の床面積
の割合）によります。⼀部共用部分の床面積は、その割合に応じて配分し、⼀部共用する区分所有者の
専有部分の床面積に算入します。 

※2 共用部分の変更が、特定の専有部分の使用に特別の影響を与えるときは、その専有部分の区分所有者の
承諾が必要となります。なお、特別の影響を与えるときとは、共用部分の変更によって、特定の専有部
分の通風・採光が悪化するときなどです。 

 
 共⽤部分の形状⼜は効⽤の著しい変更を伴わない工事の場合 

【【例例】】○柱や梁に炭素繊維シートや鉄板を巻きつけて補修する耐震改修工事や、構造躯
体に壁や筋交いなどの耐震部材を設置する耐震改修工事のうち、建物の基本的
構造部分（壁・柱・床など）の加工が小さい工事 

規約に定めがない限り 区分所有者及び議決権※1 の各過半数の賛成※2 
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合合意意形形成成をを円円滑滑にに進進めめるるポポイインントト  

工工法法選選定定にに向向けけたた情情報報交交換換  

耐震改修決議に先立って行う改修工法の選定においては、広報誌等により区分所有者

全員に情報を提供しつつ、アンケート等によって区分所有者の意向を把握することが

重要です。特に、専有部分への影響がある工法については、個別ヒアリング等により

所有者から承諾が得られるかどうか、事前に十分に調査することが必要です。 

 

耐震改修工事にかかる費用 

工事にかかる費用は、改修の工法、部位（外壁、内壁、柱等）、箇所数等によって全く異な

ります。建物規模等にもよりますが、1 戸当たり数十万円から数百万円まで、事例は様々で

す。まずは、耐震診断を実施し、改修すべき部位等を把握した上で、どのような工法で補強

するのかを検討する必要があります。 

なお、大規模修繕を実施するときに耐震改修を同時に行うことで、工事を効率的に実施で

き、工事費を抑えられることがあります。 

各区市において、耐震アドバイザー派遣、耐震診断、耐震改修などに要する
費用の⼀部を助成する制度を設けている場合があります。 

耐震化の助成制度はある︖ 

耐震アドバイザーとは、耐震化に関する相談を希望する旧耐震基準の分譲マンションの
管理組合等に対し、区市から派遣される専門家のことです。 

助成の条件や内容は、各区市によって異なります。詳しくは、各区市にお問合せくださ
い。 
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